
 

 

平成 14 年 12 月 24 日 

各  位 

会 社 名  日 立 電 線 株 式 会 社              
代 表 者  取締役社長      原  精 二        
(コード番号 5812  東証・大証１部)  
問合せ先 人事総務本部 総務部長 

鈴村 慎一郎 
（TEL  03－5252－3261） 

 

当社関西地区の販売会社を統合 

 

 当社は、平成 14 年 12 月 24 日開催の取締役会において、当社の関連会社で持分法適用会社であ

る松本電業株式会社（本社所在地：大阪市北区、代表取締役社長：松本 裕典、以下、「松本電業」

といいます。）が平成 15 年 4 月 1 日付けで会社分割し、分割新会社に松本電業の電線・伸銅品の

販売業を移すことに同意することを決議いたしました。また、この分割新会社と、当社連結子会

社である関西ハイエレック株式会社（本社所在地：大阪市中央区、代表取締役社長：中川 政勝、

以下、「関西ハイエレック」といいます。）、及び同じく当社連結子会社である関西ハイメタル株式

会社（本社所在地：東大阪市、代表取締役：間渕 耕司、以下、「関西ハイメタル」といいます。）

の 3社を、平成 15 年 6 月 1 日付けで合併し 1社に統合することを決議しましたので、お知らせい

たします。 

 なお、現在未定の事項につきましては、決定次第、お知らせいたします。 

 

１．再編の目的 

上記３社が主な事業としている国内電線・ケーブル及び伸銅品市場は、顧客の海外シフトや

民間の設備投資の減少等により、厳しい環境にあり、経営の効率化やお客様へのサービス向

上等により競争力を高めることが不可欠となっておりました。 

既に当社グループでは、平成 14 年 10 月 1 日付けで東日本地区の販売子会社４社を１社に統

合し、東日本地区の流通サービスを強化するとともに、事務システム等の合理化・効率化を

推進し、経営基盤の強化を図っていますが、今般、関西地区においても上記３社を１社に統

合することで、同様の効果を上げようとするものです。 

 

２．松本電業の会社分割について 

（１） 会社分割の要旨 

① 分 割 期 日：平成 15年 4月 1日（予定） 

② 会 社 分 割 方 式：分割新会社に松本電業の電線・伸銅品の販売事業を承継させる 

 分社型新設分割による。 

③ 株 式 の 割 当：本分割に際して分割新会社が発行する普通株式の全てを松本電 

 業に割り当てる。 
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④ 分割新会社が承継する権利義務の内容： 

    電線・伸銅品の販売業に関する一切の権利義務 

⑤ 債務の履行見込み：松本電業及び分割新会社の本分割後の事業活動において各社が 

 負担する債務の履行に支障を及ぼす事象の発生及びその可能性 

 は、現在のところ予想されておりません。よって、当社は、分割 

 期日以降に弁済期が到来する松本電業及び分割新会社が負担す 

 る債務につき、履行の見込みがあるものと判断いたしました。 

⑥ 設立会社に新たに就任する取締役： 

  松本裕典、松本千城、島貫光信、美藤耕二 
  （いずれも、現在、松本電業の取締役であります。） 

（２） 松本電業の概要（平成 14年 9月 30 日現在） 

① 商 号：松本電業株式会社 

② 事 業 内 容：電線、電気器具及び非鉄金属の販売業 

③ 設 立 年 月 日：昭和 22年 8月 26 日 

④ 本 店 所 在 地：大阪市北区西天満 5-5-2 

⑤ 代 表 者：代表取締役社長 松本 裕典 

⑥ 資 本 金：100 百万円 

⑦ 発行済株式数：2,000 千株 

⑧ 株 主 資 本：626 百万円 

⑨ 総 資 産：3,425 百万円 

⑩ 決 算 期：3月末日 

⑪ 従 業 員 数：62名 

⑫ 主 要 取 引 先：株式会社きんでん、株式会社セントラルユニ、栗原工業株式会社 

⑬ 大株主及び持株比率： 

 日立電線 20.7％、松本武夫 19.8％、松本裕典 13.3％ 

⑭ 主要取引先銀行：株式会社 UFJ 銀行 

 

（３） 松本電業の最近３年間の業績 

 平成 11 年度 平成 12 年度 平成 13 年度 

売上高 8,184 百万円 9,505 百万円 8,098 百万円 

営業利益 67 百万円 69 百万円 △20 百万円 

経常利益 7 百万円 68 百万円 △21 百万円 

当期純利益 8 百万円 △65 百万円 △23 百万円 

1 株当たり利益 4.30 円 △32.95 円 △11.66 円 

1 株当たり配当金 5.00 円 4.00 円 0 円 

1 株当たり株主資本 404.39 円 395.92 円 370.52 円 
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（４） 会社分割の内容 

① 会社分割部門の内容 

電線・伸銅品の販売業 

② 会社分割部門の最近に終了した事業年度における売上高及び経常利益 

会社分割後の松本電業は、現在の同社本社ビルの賃貸管理を行うため、分割部門の

売上高及び経常利益は上記（３）の平成 13年度の売上高及び経常利益と同額であり

ます。 

③ 会社分割部門の資産・負債の項目及び金額 

現在、試算中であります。 

 

（５） 会社分割後の松本電業の状況 

① 商   号：松本電業株式会社 

② 事 業 内 容：不動産の賃貸・管理 

③ 本店所在地：大阪市北区西天満 5-5-2 

④ 代 表 者：松本 裕典 

⑤ 資 本 金：100 百万円 

 

３．分割新会社、関西ハイエレック及び関西ハイメタルの合併について 

（１） 合併の内容 

① 合併の期日：平成 15年 6月 1日（予定） 

② 合併の方式：分割新会社を存続会社、関西ハイエレック及び関西ハイメタルを消滅 

 会社とする吸収合併方式とする。 

③ 合 併 比 率：未定 

④ 合併交付金：未定 

（２） 合併当事者の概要 

（分割新会社は平成 15年 4月 1 日現在、他 2社は平成 14年 9月 30 日現在） 

 分割新会社 関西ハイエレック 関西ハイメタル 

①商号 未定 関西ハイエレック 

株式会社 

関西ハイメタル 

株式会社 

②事業内容 電線・伸銅品の販売 電線、ケーブル、電子材料、

伸銅品等の販売 

非鉄金属及び鉄鋼の販売 

③設立年月日 平成 15 年 4月 1 日 平成 2 年 9 月 1 日 平成 6 年 1 月 20 日 

④本店所在地 大阪市北区西天満5-5-2 大阪市中央区北浜 3-5-29 東大阪市横枕東八番地 

⑤代表者 未定 中川 政勝 間渕 耕司 

⑥資本金 未定 30 百万円 30 百万円 

⑦発行済株式数 未定 600 株 600 株 

⑧株主資本 ― 94 百万円 45 百万円 
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⑨総資産 ― 1,052 百万円 510 百万円 

⑩決算期 3 月末日 3 月末日 3 月末日 

⑪従業員数 約 60 名 16 人 16 人 

⑫主要取引先 松本電業の取引先を承

継 

ローム株式会社 

三菱電機株式会社 

西田興産株式会社 

大阪ガス株式会社 

三菱重工業株式会社 

日本圧着端子製造株式会社 

⑬大株主及び 

 持株比率 

松本電業 100％ 日立電線 100％ 日立電線 80％ 

奥田金属株式会社 20％ 

⑭主要取引銀行 株式会社 UFJ 銀行 株式会社みずほ銀行 株式会社 UFJ 銀行 

 

 

（３） 合併当事者の最近３年間の業績 

① 関西ハイエレック 

 平成 11 年度 平成 12 年度 平成 13 年度 

売上高 4,062 百万円 3,875 百万円 2,905 百万円 

営業利益 34 百万円 19 百万円 △8 百万円 

経常利益 35 百万円 24 百万円 △10 百万円 

当期純利益 20 百万円 12 百万円 △10 百万円 

1 株当たり利益 33,952.42 円 21,134.78 円 △17,280.37 円 

1 株当たり配当金 9,000.00 円 9,000.00 円 9,000.00 円 

1 株当たり株主資本 195,211.81 円 198,463.27 円 163,099.56 円 

 

② 関西ハイメタル 

 平成 11 年度 平成 12 年度 平成 13 年度 

売上高 2,104 百万円 2,582 百万円 2,252 百万円 

営業利益 △7 百万円 29 百万円 △4 百万円 

経常利益 9 百万円 27 百万円 △4 百万円 

当期純利益 6 百万円 20 百万円 △6 百万円 

1 株当たり利益 10,757.14 円 34,297.73 円 △10,784.18 円 

1 株当たり配当金 5,000.00 円 5,000.00 円 0 円 

1 株当たり株主資本 84,699.88 円 100,729.19 円 74,103.23 円 

 

（４） 合併後の状況 

① 商 号：未定 

② 事 業 内 容：電線・伸銅品の販売業 

③ 本社所在地：大阪市北区西天満 5-5-2 

④ 代 表 者：未定 
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⑤ 資 本 金：310 百万円 

⑥ 大株主及び持株比率： 

 日立電線 50％、松本電業 50％ 

⑦ 総 資 産：未定 

⑧ 決 算 期：3月末日 

 

４．今回の再編が当社業績に与える影響 

本件が、当社単独業績に与える影響は、ありません。 

本件が、当社連結業績に与える影響は、軽微であります。 

 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 
なお、発表後 12 時間が経過する時点（2002 年 12 月 25 日午前 3 時）までに本件発表内容

をご覧になられた方は、証券取引法第 166 条および同法施行令第 30条の規定により、インサ

イダー取引規制に関する会社関係者または第一次情報受領者として、当社株式等の売買につ

いて証券取引法第 166 条に基づく規制を受けることになりますので、十分ご注意ください。 

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－ 
 

 

５完 


